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１）消費税補填のシミュレーションについて
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▲ 1.3

平成29年度 消費税補填過▲不足額

注：消費税補填過▲不⾜額の⾦額は、平成29年4⽉から平成30年3⽉までの診療報酬上乗せ分の⾦額から診療経費にかかる消費税額（３％相当額）及び投資経費にかかる消費税額（３％相当額）を差し引いた額で
計上しています。
診療報酬上乗せ分の⾦額は、平成29年4⽉から平成30年3⽉までの42病院のEFファイルから消費税上乗せ項目の算定回数を抽出し、これに消費税分補填点数分（３％部分）を乗じて算出しています。
なお、包括部分についてはDPC分類コードごとの消費税補填分が不明であるため、⼀律包括点数の2％を乗じて算出しています。
診療経費にかかる消費税額（３％相当額）は、附属病院の業務のうち教育、研究、⼈件費等を除く診療業務に係る薬剤、材料、委託経費等の消費税額を計上しています。
投資経費にかかる消費税額（３％相当額）は、附属病院で取得した建物や機器のうち診療業務に使⽤する建物の全部⼜は⼀部、機器の消費税額を計上しています。
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国⽴⼤学附属病院の消費税補填状況

１病院あたり
国⽴⼤学附属病院４２病院の消費税補填過▲不⾜額

出典：国⽴⼤学附属病院⻑会議調べ

▲0.3億円

▲5.3億円

〇 各病院の活動状況や、建物等の投資の状況が異なることによりバラつきが生じる。
〇 診療報酬で補填を精緻化したとしても、医療機関毎の不公平は解消されない。
単位：億円

４２病院で⾒ても
約▲０．３億円〜約▲５．３億円まで、約５億円のバラつき

国⽴⼤学附属病院
1病院あたり約▲１．３億円
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▲ 5.3

投資にかかる消費税額（3%相当分） 平成29年度 消費税補填過▲不足額

注：消費税補填過▲不⾜額の⾦額は、平成29年4⽉から平成30年3⽉までの診療報酬上乗せ分の⾦額から診療経費にかかる消費税額（３％相当額）及び投資経費にかかる消費税額（３％相当額）を差し引いた額で
計上しています。
診療報酬上乗せ分の⾦額は、平成29年4⽉から平成30年3⽉までの42病院のEFファイルから消費税上乗せ項目の算定回数を抽出し、これに消費税分補填点数分（３％部分）を乗じて算出しています。
なお、包括部分についてはDPC分類コードごとの消費税補てん分が不明であるため、⼀律包括点数の2％を乗じて算出しています。
診療経費にかかる消費税額（３％相当額）は、附属病院の業務のうち教育、研究、⼈件費等を除く診療業務に係る薬剤、材料、委託経費等の消費税額を計上しています。
投資経費にかかる消費税額（３％相当額）は、附属病院で取得した建物や機器のうち診療業務に使⽤する建物の全部⼜は⼀部、機器の消費税額を計上しています。
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国⽴⼤学附属病院の消費税補填状況

１病院あたり

投資に係る消費税額（３％相当額）及び補填過▲不⾜額

投資にかかる消費税額（３％相当分）が３億円を超える
病院の補填不⾜額は約４．１億円〜約５．３億円

出典：国⽴⼤学附属病院⻑会議調べ

単位：億円

〇 建物や⼤型医療機器等の投資が⼤きいほど、補填不⾜が顕著。
〇 診療報酬で補填することは限界があり、別途の財政的な⽀援策が不可⽋。



２）⼤学病院の臨床系教員の働き⽅改⾰について
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教育・研究・診療時間等の推移

※出典：⼤学等教員の職務活動の変化（2015年4⽉ ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所）

〇 臨床系教員は、診療活動等の増加により研究時間の確保が困難。
〇 労働時間の上限規制により、研究時間の圧迫、将来のノーベル賞の芽を潰す恐れも・・・
〇 タスクシフティング・タスクシェアリングによる診療時間の短縮も急がれる。
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臨床系教員の研究活動の取り扱い

〇 ⼤学病院は、医学基礎研究の成果を難治性疾患の原因究明、新しい診断・治療法や新薬の開発
という形で患者の治療につなげるため、質の⾼い臨床研究や治験を実施。

〇 研究には⼀般的な労働時間管理は馴染まず、裁量労働として取り扱うことが望ましい。
〇 ⼤学病院の臨床系教員についても、研究者という観点からの検討が重要。

「新技術・新商品等の研究開発業務」
⇒上限規制の適用外となっている
専門的、科学的な知識、技術を有する者が従事す

る新技術、新商品等の研究開発の業務の特殊性が存
在する。
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医師の労働時間短縮に向けて

「診療看護師」の導⼊
⇒国⽴⼤学病院でも検討が進む

〇 タスクシェア・シフトの強化に取り組む。
〇 実現のため、診療看護師などの養成、採用に対する財政⽀援が必要不可⽋である。

（出典）第13回医師の働き⽅改⾰に関する検討会（資料3）



ご清聴、ありがとうございました。


